
　本年９月、改正労働者派遣法が施行された。今回の法改正により、さ
まざまな面で影響が予想される。そこで今回は、厚生労働省が発表して
いる「労働者派遣事業報告」から県内の派遣労働者数の推移について
みてみたい。
　滋賀県の派遣労働者数は2008年にピークを迎え、「常用雇用労働者」
「常用雇用労働者以外の労働者」を合わせ２万6,701人となったが、リー
マン・ショック発生後に急減。12年にはやや持ち直したものの、以降、微減
が続き直近14年は１万1,814人となった。08年と比較すると55.8％減
と、半分以下となったことがわかる。これは全国の減少率（37.9％減）を大
きく上回る結果となった。
　減少率の高さは、製造業のウエイトが高い本県の特性に起因するもの
と考えられ、派遣労働者数に占める「製造の業務に従事した労働者」の割
合をみると08年には61.2％と６割を超え、以降、低下しているものの、10
年を除き５割台が続き、14年は54.9％となっている。全国と比較すると
倍以上となっており県内の製造派遣の割合の高さがうかがえる。
　派遣労働者は労働力の需給調整手段として利用される側面があり、

リーマン・ショック後には製造業を中心にいわゆる「雇止め」が発生するな
ど、雇用が不安定といったマイナス面も否定できない。しかしながら、成
長産業への労働力の移動を促進するなど重要なシステムの一つとなっ
ており、法改正の影響も含め今後の動向が注目される。

（株）しがぎん経済文化センター　𠮷川 友

　2024年開催の滋賀国体に向け、本格的な準備が始まります。

1981年の前回大会では、日本一の琵琶湖を抱えるわが県は、

ボート、ヨット（セーリング）、カヌー等の水上競技で圧倒的な強

さを発揮、湖上スポーツの普及・振興や滋賀のイメージアップに

つながりました。今回も、「滋賀らしい国体」づくりに向けて機運

を高めるとともに、これを契機にスポーツ環境を整備し、琵琶湖

を中心としたスポーツツーリズムへと発展させることで、滋賀の

活性化・地方創生につなげていくことが重要です。

　「滋賀らしさ」の原点は、やはり自然資産である「琵琶湖」です。

また、それが育む歴史遺産や文化遺産が、観光資源としての

“キラーコンテンツ”となっています。そこにスポーツの“舞台”

としての魅力が加われば、インバウンドを含めたスポーツ＆エコ

ツーリズム推進の大きな武器となります。

　しかし、琵琶湖の現状は、水質汚濁や外来植物の異常繁殖と

いった環境問題に加え、施設面での課題等もあり、その魅力や

機能は大きく低下しています。つまり、滋賀県の創生には、琵琶

湖の再生が欠かせないものとなっています。折りしも、本年９月

に成立した「琵琶湖再生法」はこれを後押しするものであり、再

生と活性化への取り組みを県民あげて大きく前進させなければ

なりません。

　次回の滋賀国体では、再生したきらめく琵琶湖を舞台に多く

の人々がスポーツに親しみ、また、琵琶湖を遠くから眺めるだけ

でなく、その美しさと鼓動を直接感じることで環境意識がさらに

高まることを期待しています。
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空き家バンクの事例に耳を傾ける参加者

　インターネットがまだ社会で広く認知されていない１９９５年に、日
本で3番目のインターネットカフェをオープンさせたのが株式会社
ナスカだ。以来ホームページやWebマーケティングなどインター
ネットの最新技術を使った制作物やシステム開発、スマートフォンの
アプリ開発など、常に最先端のIT技術でサービスを提供している。
　そんな会社が2年前から開発を始めたのが「徘徊高齢者・こども見
守りシステム みつけて.net.」だ。今注目されている IoT※1という考
え方をいち早く取り入れ、ビーコン※2とアプリ、サーバーを組み合
わせたシステムを構築。ビーコンを発信器としてアプリとサーバー

を用いて捜索者を探し出す仕組みだ。発信器にはボタン電池で小
型・軽量のものを採用。高齢者や子供でもストレス無く衣服に装着で
きる。この10月に湖南地域で実証実験を開始したが、一足早く9月に
認知症患者家族や施設職員が参加する全国規模のイベントでタス
キリレー形式のテストを行った。その際偶然、ランナーが行方不明に
なるトラブルが発生したが、タスキに付けた発信器のおかげで数分
で発見できたという実力通りの実績となった。
　ナスカは、「このシステムをはじめ、当社のノウハウが滋賀県の街
づくりネットワークのお役に立てば大変うれしい」と考えている。

ITの仕組みでつくる地域のスクラムで、
社会的弱者を見守る
「徘徊高齢者・こども見守りシステム
  みつけて.net」
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■本社／栗東市手原1-7-1 3F　■設立／1995（平成７）年
■代表／井上 昌宏　■従業員数／８名
■事業内容／スマホアプリ開発・システム開発・ホームページ作成・Webマー
　ケティング
■問い合わせ先／TEL：077-554-3706
■URL／http://www.from.co.jp/bss/

会社DATA 株式会社ナスカ

※１ モノのインターネット。コンピューターではない「モノ」がインターネットを介して情報をやり取りする能力を備えていくということ。
※２ 光や電波などを発する固定された装置などのことで、その信号を受信した電子機器などが現在地を知るのに使われる。

左：個人情報を出さずに捜索が可能。一般ボランティア用アプリ画面　中：小型発信器。ボタン電池で1年利用可能
右：捜索に携わる職種の方や、積極的ボランティア用アプリ画面

　当行は10月５日、地方自治体職員を対象とした「しがぎん地方

創生セミナー2015」を初めて開催しました。本セミナーは、「地方

創生の深化」を推し進めるために企画されたもので、RESAS（地

域経済分析システム）や空き家バンクの活用方法、当行グループ

の地方創生に向けた支援施策等を紹介しました。

　第一部では、経済産業省近畿経済産業局の小山泰志氏が、地

方版総合戦略の策定において、RESASをマネジメントツールとし

て活用する手法を、具体的なシーンを挙げながら説明。第二部で

は、株式会社船井総合研究所経営戦略事業部の杤尾圭亮氏が

大都市から地方への移住・定住の広がりや課題を取り上げ、その

解決策として空き家バンクの施策を紹介。山梨県富士河口湖町

の事例を元に、官民共同施策の重要性を説明されました。

　また、第三部では、当行地域振興室の取り組みやしがぎん経済

文化センターの活動を紹介。講演終了後は、自治体職員と各支店

長、本部行員を交えた意見交換会が行われました。

　当日は、県および19市町、京都市の21団体を含めた約120名が

参加され、「参考になった。今後も、同様のセミナーを開催してほ

しい」「引き続き、地方創生に関する情報提供をお願いしたい」と

の声をいただきました。

　当行は、各自治体との連携をより一層強化し、地域の持続可能

な成長を目指して、地方創生に取り組んでまいります。派遣労働者数、製造派遣割合の推移
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